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現在はたとえ人流が制限されたとしても、インターネットで遠隔との交流が可能な時代です。Ｉ

ＣＴ技術の進化は、あらゆる人やモノを結びつけるようになり、人的交流や経済など様々な分野に

深く関わるようになってきました。新型コロナの影響もあり、このようなデジタル化の流れは今後

も一層進むものと考えられます。 
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第2節 デジタル社会形成に向けたＤＸの推進 

第1節では、コロナ禍で進展するデジタルネットワーク整備の状況についてみてきました。新し

い生活様式の定着から、デジタル化の動きが加速化していますが、デジタル技術を導入して生産性

向上につなげるＤＸという動きもみられるようになりました。 

もう1つのキーワードとなるＤＸについて、ここではデジタル化とＤＸの違いなども明らかにし

ながら、デジタル社会の形成に向けたＤＸの推進についてまとめていきます。 

 

１ ＤＸの定義 

近年、ビジネス用語としてよく取り上げられる概念として、ＤＸがあります。デジタル化とＤＸ

については混同されることも多いため、まずは定義を整理しておきます。 

ＤＸとは、スウェーデンのウメオ大学教授エリック・ストルターマン氏が平成 16 年(2004 年)に

提唱した概念で、「ＩＴの浸透によって人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること」

と定義しています。もともとは学問的な用語として提唱されたものですが、その後、ビジネスの観

点へこの概念が組み込まれるようになりました。平成 30 年(2018 年)に経済産業省がまとめたＤＸ

推奨ガイドラインでは、ＤＸを次のとおり定義しています。 

 

「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会の

ニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、

プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」 

 

デジタル化は、人が手で行っていたアナログな作業を、デジタルに置き換えていくことを指しま

す。一方で、ＤＸは、デジタル技術を導入するだけでなく、データを活用し、その結果として、競

争上の優位を確立することが目的となります。紙の書類をデータ化することは、業務効率を上げる

ためのデジタル化ですが、それによって承認プロセスも電子化し、データ活用を行いながら、より

生産性の高い業務に取り組む道筋を立てることで、競争力強化につなげることがＤＸとなります。 

経済産業省の研究会が平成 30 年(2018 年)に公表した「ＤＸレポート」によれば、仮にこのまま

我が国の企業がＤＸを推進できなかった場合の経済的な損失は令和7年(2025年)以降、最大で年間

12兆円にのぼると推定し、「2025年の崖」として警鐘を鳴らしています。その後、同年に公表され

た「ＤＸ推進ガイドライン」では、ＤＸ実現に向けた経営体制・組織の整備とＩＴシステムの整備

が、企業が行うべきアクションプランとして示されています。 

 

2 ＤＸの推進 

 令和3年(2021年)9月1日、我が国のデジタル化を進めるため、デジタル庁が設置されました。

デジタル庁は「デジタル社会形成の司令塔として、未来志向のＤＸを大胆に推進し、デジタル時代

の官民のインフラを今後5年で一気呵成に作り上げることを目指す」とされています。 

令和2年(2020年)に、新型コロナへの対応で定額給付金の支給の遅れや煩雑さが問題になったこ

とから、政府は「経済財政運営の基本方針（骨太の方針）」で、行政手続きのデジタル化を掲げまし

た。我が国が目指すデジタル社会の形成に当たり、目玉として挙げているのが個人番号カード（以

下マイナンバーカード）の活用です。 
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政府はマイナンバーカードが令和 4 年度(2022 年度)末までにほぼ全ての国民に行き渡ることを

目標として取得を促進していますが、マイナンバーカードの交付率は令和 3 年(2021 年)12 月 1 日

現在、全国で39.9％、本県では34.5％にとどまっています。(図3-2-2-1～2)  

 

 

最もデジタル化が進んでいるといわれるエストニアでは、我が国のマイナンバーに当たるデジタ

ルＩＤの普及率と行政サービスのオンライン化率が 99％となっており、国民が時や場所を問わず、

行政手続きを利用できる仕組みを構築しています。このことから、エストニアは「電子政府」や「電

子国家」などと呼ばれています。 

我が国でも、マイナンバーカードにより各種行政手続きがオンラインで申請できるほか、マイナ

ポータル10上で個々のニーズに応じた行政サービスの情報を受け取ることが可能となります。企業

活動においても、書類作成などの時間が大幅に削減され、自治体への届け出窓口が一本化されるこ

とで、行政側の事務作業の効率化も期待されています。 

 

次に、実際の業務におけるＤＸの導入例として、まずは行政の取組からみていきます。地方自治

体におけるＡＩ11及びＲＰＡ12の導入状況をみると、これらを導入している自治体は着実に増加して

います。令和2年度(2020年度)時点で都道府県の8割以上がＡＩを導入し、7割以上がＲＰＡを導

入しています。（図3-2-2-3～4） 

 

 
10 マイナポータル …政府が運営するオンラインサービス。行政機関等が保有する各自の情報が確認できるほ

か、行政手続の申請などワンストップのサービスを提供している。 
11 ＡＩ …Artificial Intelligenceの略。一般に「人工知能」と和訳され、人間の知的営みをコンピューターに

行わせるための技術、または行うことができるプログラムのこと。 
12 ＲＰＡ …Robotic Process Automationの略。人間がコンピューター上で行っている作業を、ロボットが自動

化すること。 
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本県においても、議事録の作成を自動化するＡＩ会議録や、手書きの書類や帳票の読み取りを高

精度に行いデータ化するＡＩ-ＯＣＲなどが活用されており、庁内業務における単純作業の時間短

縮・削減が図られています。 

   

 次に民間企業におけるＤＸについて、中小基盤整備機構が示している事例からみていきます。飲

食店におけるＤＸでは、各種アプリやタブレットを活用した注文、キャッシュレス決済などのデジ

タル技術を導入することにより、コロナ禍に対応した非対面・非接触が図られることが示されてい

ます。（図3-2-2-5） 

 また、ビジネスの対象範囲を広げてみると、ＢtoＣ13だけではなく、ＢtoＢ14の場面においても、

ＥＣ15を導入したり、事業者間の営業をオンラインで行うことで、ビジネスモデルが転換できると示

されています。 

図○○ 非対面型ビジネスモデルへの転換 

 

 

 

 

 
13 ＢtoＣ …Business to Consumerの略。企業がモノやサービスを直接個人（一般消費者）に提供するビジネス

モデル。 
14 ＢtoＢ …Business to Businessの略。企業が企業に対してモノやサービスを提供するビジネスモデル。 
15 ＥＣ …Electronic Commerceの略。電子商取引と訳され、インターネット上でモノやサービスを売買すること

全般を指す。 
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資料）中小機構ここからアプリ「特集 非対面型ビジネスモデルへの転換とは」より引用 

図3-2-2-3 都道府県におけるAIの導入状況 図3-2-2-4 都道府県におけるRPAの導入状況 

図3-2-2-5 非対面型ビジネスモデルへの転換 
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 少子高齢化が進む我が国において、労働力人口の減少による人材不足は全国的な課題となってお

り、本県では特にその動きが顕著に現れています。単純作業にＡＩやＲＰＡを活用できれば、それ

だけ人間は重要な業務に従事することができ、労働力不足の解消のみならず、労働生産性の向上に

もつながることになります。 

しかし、冒頭で示されている定義のとおり、ＤＸは製品・サービスやビジネスモデルを変革する

ために行うものであり、ただデジタル技術を導入するだけではＤＸになり得ません。ＤＸを推進す

るためには、まず明確な目的の策定が欠かせず、その実現のためには、どのようなデジタル技術が

必要なのかという観点が重要となってきます。 
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